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３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒231`8315 神奈川県横浜市中区本町６`

50`１ 独立行政法人都市再生機構本社 総
務人事部会計チーム 臼田 欣史 電話
045`650`0189

] 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３\の交付場所にて交付する。

^ 入札説明会の日時及び場所 平成21年11月
11日午後２時00分 独立行政法人都市再生機
構本社 入札室

_ 入札書等の受領期限 平成21年12月22日午
後５時00分（郵送の場合も必着のこと）

` 開札の日時及び場所 平成22年１月22日午
後２時00分 独立行政法人都市再生機構本社
入札室

４ その他
\ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金 免除。
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に入札
説明書で示した競争参加資格を有する証明書
及び総合評価のための書類を添付して入札書
の受領期限までに提出しなければならない。
また、開札日の前日までの間において、当機
構から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。なお、入
札者の提出した総合評価のための書類は、当
機構において技術審査を行うものとし、採用
し得ると判断した書類を添付した入札書のみ
を落札決定の対象とする。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 独立行政法人都市再生
機構会計規程第52条の規定に基づいて作成さ
れた予定価格の制限の範囲内の入札金額を提
示した入札者であって、入札説明書で指定す
る性能等の要求要件のうち必須とした項目に

ついて基準を全て満たしている入札者の中か
ら、入札説明書で定める総合評価の方法を
もって落札者を決定する。

b 手続における交渉の有無 無。
c 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of the procuring entity :

Shoji Kobayashi, Director, General Affairs

& Personnel Department, Urban Renais-

sance Agency

] Classification of the products to be pro-

cured : 14

^ Nature and quantity of the products to be

leased : the server system, software and

other businesses for the accounting system

and the business management system, 1 set

_ Lease period : From 1 April, 2010 through

31 March, 2014

` Lease places : under direction

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agency's Rules

for the Operation of Accounting Practice

| not be currently under a suspension of

nomination as instructed by Head Office,

Urban Renaissance Agency

} have been qualified for the purpose of

ÚLeaseÙ in terms of the Classification of

ÚOthersÙ through the Examination of qua-

lifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by Head Office,

Urban Renaissance Agency in the fiscal

year 2009 and 2010

~ have proved to meet all the require-

ments of the specifications

� have proved to meet all the constraints

and prerequisites on RFP

� thing that can respond to attendance

inspection in Japan

‚ have proven to have ability to lease the

product by themselves and by a third Par-

ty, should the products requested through

this notice be leased by a third party

b Time-limit for tender : 5 : 00 PM, 22 De-

cember 2009

c Contact point for the notice : kinji Usuda

Accounting Team, General Affairs & Per-

sonnel Department, Head Office, Urban Re-

naissance Agency, 6`50`1, Honcho, Na-

ka-Ku, Yokohama City, Kanagawa Pref.

231`8315, Japan TEL 045`650`0189

入札公告の訂正

次のとおり訂正します。
平成 21年 10月 29日

分任支出負担行為担当官
防衛省装備施設本部副本部長
（武器需品担当）藤井 貞文

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13

１ 掲載内容
\ 平成21年10月６日（号外政府調達第183号）
51ページ４段目、１^の「１]{～|・~・
‚～…平成21年10月30日17時00分」を「１]

{～|・~・ƒ～…平成21年10月30日17時00

分」に、「１]{～|・~・‚～…平成21年11

月２日13時10分」を「１]{～|・~・ƒ～
…平成21年11月２日13時10分」に、「cTime-

limit for tender : 5^{～|・~・ƒ～…

17 : 00 30 October, 2009 5^}・�～‚

17 : 00 4 December, 2009」に、「１]}・
�～�平成21年12月４日17時00分」を「１]

}・�～‚平成21年12月４日17時00分」に、
「１]}・�～�平成21年12月７日13時10

分」を「１]}・�～‚平成21年12月７日13

時10分」にそれぞれ訂正します。

入札公告の訂正

次のとおり訂正します。
平成 21年 10月 29日

独立行政法人情報通信研究機構
契約担当理事 吉崎 正弘

◎調達機関番号 592 ◎所在地番号 13

１ 掲載日
平成21年10月５日（号外政府調達第182号・

８ページ第２号）
２ 訂正内容
２]中、「「物品の製造」または「物品の販売」
のＡ、Ｂ又はＣ等級」を「「物品の製造」または
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣおよびＤ等級」
に、５a|中、「have Grade A, B or C ÚManu-

facture of productÙ or ÚSale of productÙ」を
「have Grade A, B, C or D ÚManufacture of

productÙ or ÚSale of productÙ」に訂正します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 21年 10月 29日
支出負担行為担当官
福岡財務支局財務主幹 原 博志

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 40

〇第９号
１ 事業概要
\ 品目分類番号 41、42

] 事業名 公務員宿舎大野城住宅（仮称）整
備事業

^ 事業場所 大野城市大字上大利481番６外
_ 事業内容 ＰＦＩ方式による公務員宿舎の
設計、建設及び維持管理事業

` 事業期間 契約締結の日から平成31年３月
末まで

２ 競争に参加する者に必要な資格
\ 入札参加者の構成等
イ 入札参加者は、複数の者で構成されるグ
ループ（以下「入札参加グループ」という。）
とする。
ロ 入札参加者は、入札参加表明書の提出時
に構成員及び代表企業名を明記するととも
に、入札参加グループの構成員の本事業で
の業務分担を明らかにするほか、必ず代表
企業が入札手続を行い、国との対応窓口と
なること。
ハ 落札者は、特別目的会社を設立し、代表
企業及び建設業務を行う者は必ず出資を行
う必要がある。その他の者からの、特別目
的会社への出資は義務づけない。
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